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新年度予算における基本的な方針 

 新型コロナウイルス感染症が、経済に及ぼす影響が長引くなか、景気は依然と

して厳しい状況にあり、国の月例経済報告（令和 2年 12 月）においては、持ち

直しの動きがみられるとしているものの、国内経済は、コロナ前の水準を下回っ

ている。これまで本市独自の緊急支援策を実施してきたが、経済の回復はいまだ

途上にあり、本市の令和２年度雇用実態調査においても、昨年度と比較して景況

感が悪くなっていると６割強の企業が回答しており、ハローワーク四日市管内の

有効求人倍率についても、若干の持ち直しがあったものの昨年 1月から継続的に

低い数値で推移している。 

このような中、ポストコロナの経済社会に向けた取組と、コロナ禍における支

援をともに進めていく必要がある。事業者が新たな日常に対応し、生産性の向上

等に対応できるよう DX（デジタルトランスフォーメーション）に向けた取組を

支援するとともに、産業都市として、活発な設備投資や IT 企業等の誘致による

産業振興・雇用創出、中小企業の新たな事業展開を促進する等、本市産業に活力

が生まれるよう様々な施策を推進していく。併せて、儲かる農業の実現に向けた

取り組み支援や ICT を活用した超省力・高品質生産を実現する新たな農業に向け

た取組も進めていく。また足元の支援として、新型コロナウイルス感染拡大の影

響により、事業収入が減少した中小企業者等に対して、事業継続を支援していく

とともに経営安定を図るため、融資制度を引き続き実施していく。 

工業振興については、企業の設備投資及びマザー工場化の促進、AI、IoT 等を

導入するスマート化の支援や、５Ｇ導入に向けた取組も進めていく。また、中小

企業の成長発展や地場産業振興のために、企業の特色に応じた新製品・新技術の

開発、新分野への参入、海外展開、人材確保、IoT 等の活用支援を行う。さらに、

世界的な脱炭素に向けた動きや、国のグリーン成長戦略の下、エネルギーの需

要・供給の拠点であるコンビナートが、グローバルな競争力をさらに強化してい

くため、水素やアンモニア等の新エネルギーの活用を後押し、本市産業の持続的

な発展を目指していく。 

商業振興については、中心市街地商店街の魅力向上への支援、老朽化している

アーケード等共同施設への安全対策支援、買い物拠点である定期市や商店街の維

持・再生に向けた取組等を支援し、にぎわいの創出を促進する。さらに、起業を

目指す創業者への支援に加え、創業して間もない創業者に対する販路開拓等の支

援を行うほか、女性ならではの感性、発想を持って起業を志す女性の起業家育成

支援についても取り組んでいく。 

雇用対策については、企業における人手不足対策に対応するため、中小企業の

人材確保支援に引き続き取り組むとともに、テレワークなど多様な働き方の推進

や DX（デジタルトランスフォーメーション）の実行に繋げるため、高度 IT 技術

を有する人材の育成を行う。また、仕事と子育ての両立ができる職場環境を実現

するため、だれもが働きやすい職場づくりを推進する中小企業に対して支援する。

さらに、障害者の職場定着を図るため、企業等が新たに障害者を雇用する際に支

援を行う。 
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農水畜産施策については、農家の高齢化に伴い後継者不足が大きな課題となっ

ており、地域の話し合いを通じて農地をどのように維持していくのかを明確化す

る「人・農地プランの実質化」を重点的に進めていくとともに、市独自の地域農

業づくり支援も併せて行い、担い手農家への農地集積を進めていく。加えて、規

模の大きな担い手のいない地域や、集積の難しい農地を地域ぐるみで支える体制

整備を支援する。また、「儲かる農業」の実現に向けて、GAP（農業生産工程管理）

等の認証取得、自家農産物の加工・直販など農業経営の多角化・ビジネス化に取

り組む意欲ある農業者を支援していく。 

農作物の生産振興については、農作物の多収・高品質化や農作業の効率化・省

力化に向け、気象等を測定するセンサーを農業センターと茶業振興センターに設

置し、生産現場で活用できる独自の栽培暦の作成に向けて取り組んでいく。また、

販売力や収益力の向上に向け、農業における ICT 技術の導入促進を図る。 

 このような新たな技術の導入や農業経営のビジネス化に向けた取り組みの研

修や実践の場として農業センターを活用し、併せて食育や地産地消を牽引する施

設として再整備を進めていく。 

サル、イノシシ、シカなどの有害鳥獣対策として、地域ぐるみの被害防止対策

の強化を図るとともに、猟友会と連携し効果的な捕獲を図り、被害の軽減に取り

組む。また、みえ森と緑の県民税を活用したライフラインを守るための事前伐採

事業に取り組み、電線沿いの危険木の事前伐採を行うとともに、里山保全など地

域住民が行う活動を支援する。 

 北勢地方卸売市場は、開設から 40 年が経過し施設の老朽化対策が必要となっ

てきていることから、市場と市場を取り巻く環境の基礎調査結果を踏まえ、今後

の市場のあり方や施設整備の手法などについて、市場関係者との意見交換を行い

ながら検討していく。 

井堰、水路等の農業水利施設については、計画的な更新・補修を行うことで機

能保全、長寿命化を図る。 

漁港関連施設の整備については、機能保全計画に基づく漁港の浚渫工事を行う

とともに、長寿命化計画に基づく海岸堤防の改修工事を実施する。 

 

１．工業振興について 

企業立地奨励金交付事業や民間研究所立地奨励金交付事業により、新規企業の

誘致や既存企業の設備投資及びマザー工場化の促進、AI、IoT 等を導入するスマ

ート化並びに研究開発機能の集積による新規事業分野への展開等を図るととも

に、産業の高度化を担う人材育成支援を行う。 

また、平成 30 年度から実施している産学官のプラットフォームである四日市

コンビナート先進化検討会において、円滑な操業に向けた規制の合理化に関する

取組や、安全性の向上や生産の効率化のための IoT 等の新技術導入に向けた取組、

カーボンニュートラルに必要となる水素等新エネルギーの活用に向けた取組を

進めていく。 

 

【主な事業】 企業立地奨励金交付事業         ３２５，０００千円 

民間研究所立地奨励金交付事業      １００，０００千円 

ものづくりエキスパート育成事業費     １０，０００千円 
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四日市コンビナート等先進化推進事業費    １，５００千円 

 

２．中小企業支援について 

中小企業の持続的な発展のために、新製品・新技術開発、成長分野等新分野へ

の参入、IoT 等の活用、海外を含めた販路拡大並びに人材育成、人材確保等支援

を行うとともに、平成 28 年に覚書を締結したベトナムのハイフォン市との経済

交流が５周年を迎えることから、記念事業を行う。地場産業の活性化に向けては、

国内外の見本市への出展支援を行うとともに、市内飲食店・宿泊施設における四

日市萬古焼の活用を支援する。 

また、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、事業収入が減少した中小企

業者等の事業継続を支援するため、一定以上事業収入が減少した中小企業者等に

対して、減少割合に応じ、納付した事業所税相当額又はその半額を給付する。 

中小企業の経営安定を図るため、融資制度を引き続き実施するほか、創業支援

として、国の認定を受けた創業支援等事業計画に基づいて、新たに起業を目指す

創業者への支援や女性を対象とした起業支援講座を引き続き実施し、さらに創業

して間もない創業者に対する支援など創業による雇用創出や地域経済の活性化

を図る。 

 

【主な事業】 中小企業新規産業創出事業費        １６，１４０千円 

ものづくりエキスパート育成事業費（再掲） １０，０００千円 

中小企業研究開発支援事業費           ７５０千円 

中小企業 IoT 等活用促進事業費       １２，６００千円 

中小企業海外販路開拓支援事業費      １０，０００千円 

中小企業海外人材確保支援事業費       １，０００千円 

中小企業等臨時給付対策費        １９４，０００千円 

地場産業普及啓発事業費           ４，３５３千円 

企業 OB 人材センター事業費          ９，３７４千円 

中小企業人材確保支援事業費        １１，４００千円 

働きやすい職場づくり支援事業費      １０，３００千円 

中小企業向け制度融資預託金     １，７２０，３７５千円 

中小企業向け制度融資保証料等補給金    １５，２００千円 

中小企業人材スキルアップ支援事業費補助金  ２，１００千円 

創業支援事業費補助金            １，５００千円 

創業者販路拡大事業費補助金         ４，５００千円 

女性起業家育成支援事業費          ２，５４７千円 

小規模事業者持続化サポート補助金      ２，５００千円 

 

３．商業振興について 

商店街の新たな顧客獲得に資する取組やイベントへの支援のほか、小売業の出

店を促すなど、空き店舗等への出店を支援し、買い物拠点の維持・再生、中心市

街地等の活性化を図るとともに、老朽化している商店街のアーケード等共同施設

の安全対策を進め、安心安全な商店街づくりへの取組を促進する。 

近鉄四日市駅周辺においては、冬のイルミネーション事業への取組を支援する
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ほか、商業施設の賑わいが維持・促進するよう継続して支援を行い、中心市街地

の活性化を図る。 

また、高校生による課題研究の成果発表の場として商店街等を活用し、賑わい

の創出を図るほか、定期市など買い物拠点の維持・再生を促進する。さらに、関

係者と継続的に意見交換を行い、コロナ禍における対策も講じていく。 

 

【主な事業】 商店街共同施設安全対策事業        ７，５００千円 

中心市街地イルミネーション事業費     ５，０００千円 

高校生魅力創出事業費             ８００千円 

すわ公園交流館管理運営費        ２０，５８６千円 

定期市活性化促進事業           ３，８００千円 

買い物拠点再生事業           １４，１００千円  

 

４．雇用対策について 

企業において AI、IoT 等の新技術に対応したビジネスが期待される一方で、こ

れらを十分に活用できる人材が不足しているため、市内企業における AI、IoT 等

の新技術の活用を促進するとともに、市内企業における人材不足の解消、テレワ

ークなど多様な働き方の推進や DX（デジタルトランスフォーメーション）の実

行に繋げるため、高度 IT 技術を有する人材の育成を行う。 

また、就職フェアにおいて中小企業への出展ブースの提供や単独出展企業に対

する補助を行い、中小企業の人材確保を図るとともに、だれもが働きやすい職場

づくりを行うため、女性の再就労の促進など仕事と子育てが両立できるよう、職

場環境の整備を行う中小企業に対して支援を行う。 

さらに、企業等の障害者雇用を促進し、職場への定着を図るため、健康福祉部

と連携し、企業へ各種制度の周知を図るとともに、企業等が新たに障害者を雇用

する際に支援を行う。また、障害者を雇用しようとする企業を対象に先進企業の

現場見学も含めたセミナーを開催する。 

一方、就労困難者の早期就労については、ハローワーク、教育機関、健康福祉

部などと連携し支援するとともに、引き続き企業訪問による効果的な啓発活動を

進める。また、働きにくさを抱えた若者に加え、就職氷河期世代の就労支援にも

対応するため、地域若者サポートステーションへの支援や、資格取得を目指す求

職者に対する助成を継続して行う。 

 

【主な事業】 

高度 IT 人材育成事業費           ８，０００千円 

中小企業人材確保支援事業費（再掲）    １１，４００千円 

働きやすい職場づくり支援事業費（再掲）  １０，３００千円 

       障害者雇用奨励補助金            ４，５６０千円 

障害者雇用促進事業費（障害者雇用職場定着支援事業他） 

６，９８６千円 

就労コーディネーター事業費         ３，５４２千円 

就労対策事業費（若年者就労支援他）     ３，２００千円 
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５．優良農地の保全と担い手の育成について 

農家の高齢化と後継者不足が大きな課題となっており、地域の農業資源の維持

保全や営農継続を図るため、地域農業のまとまりづくりに力を入れていく。「人・

農地プランの実質化」を重点的に進めていくとともに、市独自の地域農業づくり

支援対策事業費補助金を活用して担い手農家への農地集積を進めていく。 

加えて、規模の大きな担い手のいない地域や集積の難しい農地を地域ぐるみで

支える体制整備を支援するため、新たに「四日市市地域ぐるみ型農業推進事業費

補助金」を創設し、中小農家が協力して地域農業を支える活動を支援する。 

一方、新たな担い手農家を育成するため、次世代農家育成事業では、新規就農

者に対する初期投資補助などを通じて、経営の早期安定化を図るとともに、農業

に参入する企業の初期投資に補助を行い、新規参入を促進していく。 

農作物の生産振興においては、農作物の多収・高品質化や農作業の効率化・省

力化に向け、気象等を測定するセンサーを圃場に設置し、地域特性に応じた栽培

暦や防除暦を作成していく。令和３年度は、農業センターと茶業振興センターに

センサーを設置し、野菜や茶などの生産管理データと照合しながら独自の栽培暦

の作成に向けて取り組んでいく。 

また、農業における ICT 技術の導入促進を図るため、引き続き ICT 機器等の導

入費補助を行っていく。 

担い手農家の経営強化支援においては、「儲かる農業」の実現に向けて、GAP

（農業生産工程管理）等の認証取得、自家農産物の加工・直販など農業経営の多

角化・ビジネス化に取り組む意欲ある農業者を支援していく。 

 このような新たな技術の導入や農業経営のビジネス化に向けた取り組みの研

修や実践の場として農業センターを活用し、加えて食育や地産地消を牽引する施

設として再整備を進めていく。 

 

【主な事業】 優良農地保全事業費             ６，１００千円 

次世代農家育成事業費           １９，６７７千円 

農のビジネス化促進事業費         ３９，８５０千円 

スマート農業導入支援事業費                 ３，５８０千円 

農業センター再整備事業費         ８８，０００千円 

 

６．鳥獣被害防止対策について 

サル、イノシシ、シカなどの有害鳥獣による農作物への被害対策として、防護

柵などの設置経費に加え、自治会等による自主的な追い払い活動への支援を行い、

地域ぐるみの被害防止対策の強化を図る。また、猟友会と密に連携し、効果的な

捕獲を図る。 

 

【主な事業】 鳥獣被害防止対策事業費          ２７，９８４千円 

 

７．北勢地方卸売市場について 

 北勢地方卸売市場は平成 22 年４月に民営に移行したが、開設から 40 年が経過

し施設の老朽化対策が必要となってきている。これまで、施設を所有する３市（桑

名市、四日市市、鈴鹿市）で協議の場を設けるとともに、市場と市場を取り巻く
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環境の基礎的な調査を行ってきた。令和３年度は、調査結果を踏まえ、今後の市

場のあり方や施設整備の手法などについて市場関係者との意見交換を行いなが

ら検討していく。また、老朽化の著しい施設について、その修繕費の一部を助成

する。 

 

【主な事業】北勢地方卸売市場関係事業費      １９，０２２千円 

 

８．農業生産基盤の整備について 

農業水利施設の老朽化が進行していることから、施設の計画的な更新・補修を

行うことで機能保全、長寿命化を図るとともに、地域農業者が主体となって行う

地域農業資源の維持活動を支援する。また、排水機場の適切な維持・管理に努め、

災害を未然に防止し、農産物の安定生産を図る。 

 

【主な事業】 土地改良事業費             ３９７，９００千円 

       多面的機能支払交付金事業費        ５０，９３８千円 

排水機場維持管理事業費          ２１，４８４千円 

 

９．漁業生産基盤の整備について 

平成26年度から平成27年度にかけて策定した漁港施設の機能保全計画に基づ

き、磯津漁港の浚渫工事を行う。 

また、平成30年度に策定した楠漁港海岸長寿命化計画に基づき、楠漁港海岸堤

防の改修工事を実施する。 

 

【主な事業】 水産物供給基盤機能保全事業費      １５０，０００千円 

海岸保全施設整備事業費          ３０，０００千円 

 

１０．食肉センター食肉市場について 

消費者へ、より安全で高品質な食肉を安定供給するため、施設・設備の計画的

な更新整備、適切な施設維持・衛生管理を実施することにより、施設の安定稼働

に努める。併せて、市場流通の円滑化を図るため、卸売業者が実施する集荷・販

売対策事業を支援する。 

また、家畜搬入車両の場内一方通行化に伴う敷地拡張について調査・検討を行

う。 

 

【主な事業】 食肉センター食肉市場施設維持管理事業費 １５６，６１６千円 

食肉センター食肉市場施設整備事業費   ３９７，８２０千円 

（うちアセットマネジメント  １８８，４５０千円） 

（うち推進計画  ９，０００千円） 

市場機能強化対策事業費          ８３，３０２千円 

 

１１．競輪事業について 

全国の車券売上額は、コロナ禍の影響もあり本場や場外での売り上げが減衰傾

向である反面、電話・ネット投票の売上が好調であり、急速に車券売上構造が変
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化しつつある。 

 このような中で四日市競輪場は、ネットユーザー向けの広報施策に注力しなが

ら、令和３年度からミッドナイト競輪の開催数を２節から４節に増やし、またＧ

Ⅲナイター開催枠が獲得できたことから令和３年度は記念競輪と併せて年２回

ＧⅢナイター開催を行うなど、電話・ネット投票が売上の主体となっているナイ

ター競輪に主軸を置いた事業展開を進め、一般会計への繰り出しを継続する。 

 施設整備については、水路法面底打工事や管理棟の空調整備更新工事を行い、

施設の機能維持に努めながら、今後の施設整備の検討にも取り組んでいく。 

 また債務負担行為として、開催業務の包括外部委託について、令和４年度から

令和８年度までの５年間にわたる業務委託を予定する。 

 

【主な内容】  

車券売上金               １９，０００，０００千円 

＜５３日間開催＞  

競輪場施設整備事業費                 １８５，３０８千円  

（うちアセットマネジメント  ４８，８００千円） 

一般会計繰出金                     １８０，０００千円 

競輪開催業務等総合委託費（債務負担行為） 

   限度額 ２，９１６，０００千円 

期 間 令和３年度から令和８年度まで 
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１．目的 

新規の企業立地や既存企業の新規設備投資、新規産業の創出などを誘発する

ために制定した四日市市企業立地促進条例に基づき立地奨励金を交付する。 

 

２．内容 

企業立地促進条例に基づき、事業所などの新設・増設事業について、新たに

投下された固定資産総額（土地、家屋、償却資産）に対する固定資産税・都市

計画税相当額の一定割合及び事業所税資産割相当額（中小企業の場合のみ）を

立地奨励金として交付する。 

○奨励金交付額 

 ・交付額上限 10 億円、交付期間 3 年間 

 ・対象税額の累計が 10 億円までは 1 年目 1/2（重点分野事業は 2/3）、 

2～3 年目 2/3、10 億円を超える部分は 1/10 

 

【実績（R2、R3 年度は見込み）】 

年度 

交付実績 指定実績 

交付件数 
交付額 

（千円） 
指定件数 

うち、重点

分野の件数 

指定時の投下固定

資産総額（百万円） 

H29 年度 38 374,367 10 4 251,076 

H30 年度 37 1,197,284 9 4 419,218 

R 元年度 35 1,274,228 4 0 8,119 

R2 年度 24 520,000 7 3 34,507 

R3 年度 21 325,000 － － － 

合計 155 3,690,879 30 11 544,776 

 

３．予算額 ３２５，０００千円 （財源内訳）一般財源 ３２５，０００千円 

（前年度 ５２０，０００千円） 

企業立地奨励金交付事業 

担当 商工農水部 商工課 

   樋口、土口 

 ℡ ３５４－８１７８ 

118



 

 

１．目的 

  新型コロナウイルス感染拡大の影響により、事業収入が減少した中小企業者等のうち、

事業所税を納付している事業者の事業継続を支援するため、令和 3年度に限り、一定以上

事業収入が減少した中小企業者等に対して、減少割合に応じ、納付した事業所税相当額ま

たはその半額を給付する。 

 

２．内容 

（１）対象者 

   四日市市内に事業所を有して事業を営む中小企業、個人事業者等。 

   中小企業：大企業の子会社を除く資本金又は出資金の額が１億円以下の法人又は出資

を有しない法人のうち従業員数が 1,000 人以下の法人。 

   個人事業者：常時使用する従業員の数が 1,000 人以下の個人。 

 

（２）対象要件 

   令和３年度の事業所税を四日市市に納付していること。 

   新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年２月から 10 月までの任意の連続

する３月の期間の事業収入の合計が前年同期間と比べて減少していること。 

 

（３）給付額 

   事業収入が前年同期比 30％以上 50％未満減少している場合： 

令和３年度納付事業所税相当額の 1/2 

   事業収入が前年同期比 50％以上減少している場合： 

令和３年度納付事業所税相当額の全額 

 

（４）対象事業者数（想定） 

   １３０者    

 

３．予算額 

  １９４，０００千円   （財源内訳） 一般財源 １９４，０００千円 

  

  （新）中小企業等臨時給付対策費 

担当 商工農水部 商工課 

   樋口、土口 

   ℡ ３５４－８１７８ 

 新型コロナ 

対応 
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１．目的 

市内において創業間もない中小企業者等が認知度の向上や販路拡大に必要な経費の一

部を補助することにより、事業の継続的発展を図り、もって市内における新規事業者の

育成、雇用の創出、産業の新陳代謝の促進を図る。 

 

 

２．内容 

補助対象者 

下記の要件をすべて満たす者 

(1)中小企業基本法第 2条に定める中小企業者等 

(2)本市内に本店登記を置く法人又は本市内に主たる事業所がある法人及 

び個人 

(3)創業後３年を経過していない者 

(4)四日市市創業支援等事業計画に基づく下記いずれかの支援を受けた方 

・創業塾の受講生 

・女性起業家育成支援事業の受講生 

・インキュベーション施設の入居者（BIまたはビズスクエアよっかいち） 

(5)市税を滞納していない者 

(6)風営法第 2条に定める事業を営んでいない者 

(7)宗教活動又は政治活動を目的とする事業を営んでいない者 

(8)その他、市長が不適当と認める事業を営んでいない者 

補助対象事業 

補助対象者が行う販売促進事業 

（例）販促用チラシの作成、送付、ポスティング 

新たな販促用 PR（マスコミ媒体での広告、ウェブサイトでの広告） 

ネット販売システムの構築 など 

補助対象経費 広告宣伝費、委託費、事務費その他市長の認める経費 

補助率 補助対象経費の 2分の 1以内（限度額 150 千円） 

 

 

３．予算額 

   ４，５００千円   （財源内訳）一般財源 ４，５００千円 

 

（新）創業者販路拡大事業費補助金 

担当 商工農水部 商工課 

   金子、伊藤 

 ℡ ３５４－８１７５ 
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１．目的 

国の小規模事業者持続化補助金を受けた事業者に対し、上乗せして補助を行う

ことにより、新型コロナウイルス感染症が事業環境に与える影響を乗り越えるた

めに新しい生活様式に対応するための地道な販路開拓等に取り組む市内事業者を

支援する。 

 

２．内容 

（１）補助対象者 

   ・国の小規模事業者持続化補助金（一般型）を受けた市内の小規模事業者 

   ・新型コロナウイルス感染症の影響で売上高が 20％以上減少した事業者 

（２）補助額 

    国の交付決定を受け、事業を開始する日から令和 4 年 3 月 31 日までに支払

った経費から国の補助金額を除いた経費について補助を行う 

（３）補助率 

    １/２ （限度額１２５千円） 

  

３．予算額 

  ２，５００千円    （財源内訳） 一般財源 ２，５００千円 

 （前年度 ０千円） 

 

 （国制度） 小規模事業者持続化補助金（一般型）の概要 

補助対象者 

小規模事業者（常時使用する従業員の数が下記のとおりの事業者） 

・商業・サービス業（宿泊業・娯楽業除く）  5 人以下 

  ・サービス業のうち宿泊業・娯楽業     20 人以下 

・製造業その他              20 人以下 

補助対象事業 

①地道な販路開拓等（生産性向上）の取組み 

（例）新たな販促 PR（ウエブ、広告、マスコミなど）費用、ネット

PR イベント開催費、見本市への出店費 

②業務効率化（生産性向上）の取組み 

（例）ITの利活用による業務効率化、専門家からのコンサル費用、

従業員の作業導線の確保や整理のための店舗改修費 

補助対象経費 
広報費、展示会等出展費、旅費、開発費、資料購入費、雑役務費、借

料、専門家謝金、専門家旅費、設備処分費、委託費、外注費 

補助率・限度額 ①② 補助率２／３ 限度額５０万円 

 

 担当 商工農水部 商工課 

金子・伊藤 

℡ ３５４－８１７５ 

    小規模事業者持続化サポート補助金 
 新型コロナ 

対応 
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１．目的 
第４次産業革命の進展により、今後、様々な企業において AI、IoT 等の新

技術に対応したビジネスが期待される一方で、これらを十分に活用できる人

材が不足している。そこで、市内企業における AI、IoT 等の新技術の活用を

促進するとともに、市内企業における人材不足の解消、テレワークなど多様

な働き方の推進や DX（デジタルトランスフォーメーション）の実行に繋げる

ため、令和２年５月２２日に市内企業と締結した高度 IT 人材育成にかかる連

携協定に基づき、高度 IT 技術を有する人材の育成を行う。 

２．内容 

（１）対象者   市内在住者（求職者含む）、市内在勤者、市内在学者 

    年齢層またはスキルレベルで３層に分かれて受講 

（２）開催時期  年３回 

（３）募集人数  各層１０名ずつ×３層×３回＝計９０名 

（４）講座内容  簡易的なプログラミングを用いてアプリを作成 

（アプリ例）勤怠管理、安否確認など 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年５月２２日 連携協定締結 

 

 

 

アプリ例 

（令和２年度パイロット講座） 

 

令和２年度開催 パイロット講座の様子                        

３．予算額 

  ８，０００千円   (財源内訳) その他特財   ４５０千円 

（高度 IT人材育成講座受講料） 

一般財源 ７，５５０千円 

 

担当 商工農水部 商工課 

矢澤、堀江 

℡ ３５４－８４１７ 

（新）高度 IT 人材育成事業費 
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１．目的 

新型コロナウイルス感染症の影響により、企業の経営が悪化しているなど

の理由で、全国的にも雇用状況は厳しい状況である。  

そのような中、市内企業の障害者雇用率は、法定雇用率を上回っているも

のの、令和３年３月には０．１％引き上げられ２．３％となり、また、雇用率

を達成していない企業もあることから、企業における障害者雇用をさらに促

進し、職場への定着を図る。 

  

２．内容 

（１）補助対象 

 市内企業等 

（２）補助金額（単位：千円） 

   継続雇用 

３ か 月 

継続雇用 

６か月 

継続雇用 

１年 

継続雇用 

２年 

継続雇用 

３年 

 
 
 
 

雇
用
保
険
対
象
者 

重度 大企業 ３０ ４０ ７０ １５０ ２００ 

中小企業 ４０ ５０ １００ ２００ ３００ 

重度

以外 

大企業 ２０ ３０ ５０ １００ １５０ 

中小企業 ３０ ４０ ７０ １５０ ２００ 

短時

間雇

用 

大企業 １０ ２０ ４０  ８０ １００ 

中小企業 ２０ ３０ ５０ １００ １５０ 

雇用率の対象とならな

い人（※１） 

１０ ２０ ４０ ８０ １００ 

  ※１：週あたりの所定労働時間が、２０時間未満の労働者（雇用保険の被保

険者でない人） 

 

３．予算額  ３，９１０千円 (財源内訳) 一般財源 ３，９１０千円 

        

         

  担当 商工農水部 商工課 

小宮、堀江 

℡ ３５４－８４１７ 

（新）障害者雇用職場定着支援事業 
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１．目的 

新型コロナウイルス感染症の影響など、農業者の経営努力では避けられない様々な

リスクに備えるため、農業者の収入減少を補填する「農業経営収入保険※」（以下「収

入保険」という。）への加入を緊急的に促進し、農業経営の安定化に資するための支

援を図る。 

 

  ※収入保険：保険期間の生産・販売する農作物の販売収入が、青色申告による基準収入を下

回った場合に、下回った額の９割を上限に補填される。対象作物は、米、野菜、果樹、

花、茶など農作物全般。 

 

 

２．内容 

市内に住所を有する個人又は法人（本店又は主たる事務所を市内に有すること。）

に対して、令和３年１月１日から令和５年１２月３１日までに加入する収入保険の保

険料及び付加保険料の１／２以内（上限金額１００千円）を補助する。 

 

 

３．予算額  ５，５００千円    （財源内訳） 一般財源  ５，５００千円 

（前年度      ０千円） 

 

 

 

 

担当 商工農水部 農水振興課 

大澤 

TEL ３５４－８１８０ 

農業経営収入保険加入促進対策事業費補助金 

（農産物の生産及び流通対策事業費） 

 新型コロナ 

対応 
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１．目的 

  「儲かる農業・強い農業・新しい農業・生活の中にある農業」の拠点と

することをコンセプトとする基本構想に基づき、施設整備を進めるととも

に、市民にとってより利用しやすい施設へと転換する。 

再整備後は、自家農産物の試作加工室など農業者の研修の場に加え、圃

場エリアでの栽培・収穫体験など、市民が農業と触れ合える場を提供す

る。 

また、令和５年度から稼働予定の中学校給食センターとの一体整備によ

り、地産地消・食育推進の拠点とする。 

さらに、農福連携による働く場としての視点から農業を捉え、障害者の

農業体験等を実施し、雇用のマッチングを図る。 

 

 

２．内容 

・設計業務委託（新事務所、南ゾーン施設エリア） １２，０１２千円 

  ・果樹園整備委託等                ５，７８８千円 

  ・仮設事務所リース                ６，３００千円 

・ビニールハウス建設工事等           ６３，９００千円 

 

 

３．予算額 ８８，０００千円 （財源内訳）一般財源 ８８，０００千円 

（前年度 １３４，６００千円） 

 

 

 

担当 商工農水部 農業センター  

   宮本、水谷  

  TEL ３２６－０１３２ 

農業センター再整備事業 
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＜参考＞農業センターおよび給食センターのレイアウトイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の進め方について 

 
※工事の実施の際には十分に地元調整を行うとともに、万全な安全対策をとって実施します。 

樹木

伐採

樹木

伐採

造成

設計

→供用開始

給食センター →供用開始

アドバイザリー契約
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１．目的 

チャレンジする農家を育成するとともに、農業のビジネス化を促進することで、経

営感覚に優れた農業者を育成・支援し、「儲かる農業」・「強い農業」を実現する。 

  また、農業経営の安定化を図るため、６次産業化等の農作物の高付加価値化や、農 

作業の効率化・省力化によるコストの削減等、農業者の販売力や収益力の向上を強化 

し、外的要因に左右されにくい強い経営体を育成する。 

 

 

２．内容 

  〇ＧＡＰ、ＨＡＣＣＰの管理手法の導入を奨励し、農産物の品質向上や経営コスト 

の削減など農業経営の改善をすすめ、農業経営力・競争力の向上を図る。 

  〇農業経営の多角化・ビジネス化を図るため、効果的な販売戦略や情報発信の方法

等を学び、６次産業化に取り組む農業者を育成・支援する。 

  〇地域の将来を担う中心経営体の育成・確保や、担い手の発展の状況に応じて必要

となる農業用機械・施設の導入を支援する。 

  〇農業経営の安定化を図るため、６次産業化等の農作物の高付加価値化、販路拡大、

農作業の効率化・省力化によるコストの削減等、農業者の販売力や収益力の向上

を強化し、外的要因に左右されにくい強い経営体を育成する。 

  〇多様な産業が展開する本市の特性を活かし、農商工連携による新たな事業展開を 

創出し、本市産業の活性化を図る。 

 

・ＧＡＰ等認証取得推進事業費          ５，３８０千円 

・６次産業化ステップアップ支援事業費        ７７０千円 

・強い農業・担い手づくり総合支援事業費    １０，０００千円 

・アグリビジネス推進事業費           ２３，５００千円 

・農商工連携促進事業費               ２００千円 

 

 

３．予算額 ３９，８５０千円  （財源内訳）県支出金（10/10） １０，０００千円 

 （前年度 １８，２１６千円）        一般財源      ２９，８５０千円 

 

 

 

 

 

  

担当 商工農水部 農水振興課 

         農業センター 

大澤、宮本 

TEL ３５４－８１８０ 

TEL ３２６－０１３２ 

 

農のビジネス化促進事業費 
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１．目的 

農家の高齢化に伴い、後継者や担い手不足が深刻な課題となっている。また、依然

として人手に頼る作業や、熟練者でなければできない作業が多く、農作業の効率化・

省力化が重要な課題となっている。 

そこで、情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した過去のデータに基づくきめ細やかな栽

培により、農作物の多収・高品質化を実現するとともに、新規就農者でも取り組みや

すい農業を実現するため、現地実証や先進技術が導入できる環境づくりに取り組む。 

 

 

２．内容 

農業センターおよび茶業振興センターにセンサーを設置して栽培や気象状況のデー 

タを集積していく。生産管理データと気象データの連携により、地域に応じた栽培暦

や防除暦を作成し、作業の効率化・省力化、農作物の多収・高品質化による収益向上

を図っていく。 

また、新規参入者にも情報提供することで、生産の早期安定化を図っていく。 

 

 

３．予算額  ３，５８０千円     （財源内訳） 一般財源  ３，５８０千円 

 （前年度    ５００千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

担当 商工農水部 農水振興課 

農業センター 

   大澤、宮本 

  TEL ３５４－８１８０ 

  TEL ３２６－０１３２ 

 

スマート農業導入支援事業費 
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１．目的 

北勢地方卸売市場は三重県内における拠点 3 市場の一つであり、当地域にとって、

食の安全・安心の確保、食料品の安定供給といった、農水産物の流通の面で公共的な

役割を担っているが、開設から40年が経過し、施設の老朽化対策が必要となってきて

いる。そのため、関係3市（桑名市・四日市市・鈴鹿市）で協議を行い、令和2年度

は本市場の役割、機能強化などの方向性、将来の需要・供給予測を踏まえた本市場の

方針について検討するための基礎調査を実施しており、令和3年度は、基礎調査結果

を受け、市場関係者等との市場のあり方検討会の開催等、施設の再整備に向けた考え

方を整理していく。 

一方、北勢地方卸売市場の経年劣化による施設・設備の老朽化は著しく、その維持・

修繕が市場の経営を圧迫している状態が続いている。そのため、関係3市で協議を行

い、施設修繕にかかる経費の一部を3市で助成する。 

 

 

２．内容 

  ・北勢地方卸売市場再整備のあり方検討業務委託     ８，０００千円 

  ・【新規】北勢地方卸売市場修繕費助成        １０，０００千円 

 

 

 

３．予算額 １８，０００千円  （財源内訳） その他特財  ８，６４０千円 

（前年度  ８，８００千円） （北勢地方卸売市場関係事業費負担金） 

一般財源   ９，３６０千円 

 

〇北勢公設地方卸売市場組合の解散に伴う事務継承に関する覚書 第 4条(経費の分担) 

   政府債の償還に係る元金および利子(別表)、承継事務及び北勢卸売市場管理評価委員会に 

係る事務処理経費並びに前条の改修、修繕及び処分に要する経費については、次に定め

る割合で、市場関係3市が負担するものとする。 

四日市市 100分の52、桑名市 100分の 18、鈴鹿市 100分の 30 

 

 

 

 

 

 

担当 商工農水部 農水振興課 

大澤 

TEL ３５４－８１８０ 

北勢地方卸売市場関係事業費 
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１．目的 

農家の高齢化や後継者不足により、農地や取水施設など地域の農業資源の維持・管

理が難しく、その対策が喫緊の課題となっている中、持続可能な農業を実現するため

には、地域が主体となって農地の集積や農業用施設の維持・管理について話し合い、

計画的に進めて行く必要がある。具体的には、耕作を担っていく農家は誰か、農地を

効率的に活用するためにどのように農地集積を図るか、取水施設や農道などの農業資

源をどのように管理・保全していくかなどについて、基本的な計画を策定し地域が一

体となって農業に取り組んでいくことが必要である。 

  そこで、地域で主体となって効率的かつ安定的な農業経営の構築に向けた計画を作

成している農家が組織する団体に対し、その活動を持続可能なものとすべく、その計

画の実施に伴う営農や農地の維持管理を行う際の、機械や施設の整備にかかる経費の

一部を補助金として交付する。 

 

 

２．内容 

○交付対象者：農家が組織する団体 

  ○交付要件  ：代表者、規約、活動範囲、実質化された人・農地プランが定められ

ていること 

  ○補助の内容：補助率を補助対象経費の２分の１とする。  

上限金額を１，０００千円、下限金額５０千円とする。 

 

 

３．予算額  ２，０００千円  （財源内訳） 一般財源  ２，０００千円 

 

 

 

 

 

担当 商工農水部 農水振興課 

大澤 

TEL ３５４－８１８０ 

（新）地域ぐるみ型農業推進事業費補助金 

（地域農業づくり支援対策事業費） 
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１．目的 

農業用に利用される施設、農道、圃場等の農業基盤の整備を行い、農地の保全と農

業の生産性の向上を図るとともに、農地の持つ洪水防止や水源涵養、自然環境保全な

どの多面的機能の維持・発揮を図る。 

 

 

２．内容 

農業用施設のなかで最も重要な施設である取水施設については、設置から長期間が

経過し、老朽化ならびに省力化対策が問題となっている。今回、老朽化が原因で破損

した取水施設の改修工事、地元要望に基づき実施される改良工事や保全工事を行う事

により農業基盤の整備を図る。 

 

  ・川向井堰改修工事         １１７，０００千円 

  ・鎌谷川２号井堰改修工事       ７５，０００千円 

  ・小杉統合井堰改修工事        ６５，０００千円 

・地元要望・緊急修繕要望       ６３，０００千円 

・古城川井堰改修工事         ３０，０００千円 

 ・西村町水路改修工事         ２０，０００千円 

 ・土地改良事業測量・設計       ２０，０００千円 

・小牧南地区調査・測量         ７，９００千円 

 

 

３．予算額 ３９７，９００千円 （財源内訳）県支出金（1/2）１２１，６００千円 

（前年度 ２４８，０００千円）         その他特財     １７，５００千円 

（土地改良事業費負担金） 

一般財源    ２５８，８００千円 

 

 

土地改良事業費 

担当 商工農水部 農水振興課 

稲葉 

TEL ３５４－８１８５ 
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１．目的 

民間事業者の持つノウハウを積極的に活用し、より効率的な事業運営とファンサ

ービスの向上を図るため、平成１９年度から競輪開催業務の総合委託を行っている。

現行の総合委託が令和３年度末をもって満了することから更新を行う。 

 

２．内容 

令和３年度に、プロポーザル方式により競輪開催業務等総合委託契約の相手先を

決定し、令和４年度から平成８年度までの５年間にわたり、総合運営業務を委託す

る。 

 

※今後の競輪事業の検証について 

① 競輪事業については、経営の合理化や制度改革により、当面は安定的に黒字

を維持できる見込みであり、平成１８年度に設定した存廃基準を令和８年度ま

でクリアできると考えられることから、経済合理性の観点から判断して、５年

間の包括総合委託を実施する。 

 

（単位：千円）

項　　目 H３０年度 R元年度 ２年度
３年度

（当初予算）
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

車券売上金
※１

14,479,053 16,523,284 16,270,945 19,000,000 16,879,371 16,572,508 16,289,210 16,027,886 15,787,072

事業収支 276,965 491,992 509,400 512,514 415,066 378,315 344,251 312,696 283,487

競輪事業財政
調整基金残高※２

1,510,019 1,510,800 1,511,858 1,512,916 1,513,974 1,515,032 1,516,090 1,517,148 1,518,206

※１　Ｒ元、R３年度はGⅢナイターを2回開催
　　 　R２年度は実績見込（令和３年1月15日開催分までの売上実績を反映）
※２　競輪事業の撤退経費 917,097千円は、競輪事業財政調整基金で確保

競輪事業の収支等実績、今後の見込

次期委託期間現行委託期間

 
 

② 四日市競輪検証委員会による経営状況の確認は今後も毎年行いながら、競輪

事業の継続の判断については、５年に１回（令和７年度：契約期間の４年目）

ごとに、競輪全体の見通しや国の制度改革などを総合的に勘案し、次々回以降

の複数年契約の検討の中で判断していく。 

 

 

３．債務負担行為 

限度額  ２，９１６，０００千円 

期 間  令和３年度から令和８年度まで 

 

競輪事業特別会計 

競輪開催業務等総合委託費 

（債務負担行為） 

担当 商工農水部 けいりん事業課  

熊﨑 

℡ ３３１－３４８０ 
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環  境  部 

 

新年度予算における基本的な方針 

豊かな環境を保全し、未来の世代へと継承していくため、市民、事業者、行

政が一体となって環境計画に掲げる５つの環境目標の達成に向けて取り組み

を強化する。 

「気候変動への対応」については、創エネ、蓄エネ、省エネ設備に加えて、

新たにネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）の導入を促進し、低炭素

型まちづくりを推進する。 

 「持続可能な資源循環の推進」については、ごみの発生抑制と再資源化につ

ながる様々な場面で啓発を行うとともに、高齢化社会への対応を踏まえた適正

な処理、処分体制を維持する。 

 「自然との共生、生物多様性の保全」については、引き続き希少種を含めた

本市の自然環境の情報の整理を進めるとともに生物多様性の保全に資する新

たな施策を検討する。 

 「安全で快適な生活環境の確保」については、大気環境常時監視システムの

再構築を行うとともに、適正な事業者への監視・指導に努める。 

 「より良い環境を共創する仕組みづくり」については、四日市公害の歴史と

教訓を次世代に伝えるとともに、効果的な環境学習を進めるため教育現場との

連携を図る。 

 また、北大谷斎場のアセットマネジメントや清掃施設の計画的な整備を行う

とともに、合葬墓の整備に向けた計画を策定する。 

 

１．環境計画及び地球温暖化対策の推進について  

本市の環境施策マスタープランである「第４期四日市市環境計画（令和３～

１２年度）」を推進するため、生物多様性に資する新たな施策について様々な

関係者と連携した取組を検討する。 

地球温暖化の原因となっている二酸化炭素などの温室効果ガスの排出を抑

制するため、太陽光発電設備、燃料電池設備や蓄電池などに加えて、ＺＥＨを

新たな補助対象とし、個人の住宅に設置する新エネルギー設備等の導入を促進

する。 

未来を担う小学生が地球温暖化について関心を持ち、日常の中で自主的かつ

積極的に考えて行動する意識を育むことを目的とした啓発映像の制作や、地球

温暖化対策のための国民運動「クールチョイス（賢い選択）」の啓発等を図る。 

【主な事業】  環境計画推進事業              １，０００千円 

地球温暖化対策事業費           ４２，６１６千円 

（うちスマートシティ構築促進事業     ３９，１００千円） 

（うち啓発映像制作業務           ２，２００千円） 
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（うち地球温暖化対策啓発チラシ作成       ８００千円） 

 

２．環境人材育成及び自然環境保全について 

本市と米国ロングビーチ市並びに中国天津市の次代を担う高校生を対象に

環境学習・交流を行い、環境人材の育成を図る。 

市内の自然環境をまとめた冊子のリニューアル発行や特定外来生物の防除

を実施し、本市の自然環境の保全に努める。 

【主な事業】 次世代環境人材育成事業費          ３，８００千円 

        自然環境保全推進事業費           １，７４１千円 

 

３．公害防止対策の推進について 

大気、水質、騒音･振動及び悪臭等の監視･測定を行うとともに、ホームペー

ジ等により情報提供を行う。また、公害関係法令及び公害防止協定等に基づき、

事業所へ立入調査し、規制基準等の適合状況の確認や必要に応じた指導を行う。 

市内の大気環境常時監視測定局で測定した結果を収集・管理する大気環境

常時監視システムを再構築する。 

友好都市である天津市を対象とした国際環境協力を推進する。 

【主な事業】 大気汚染対策事業費            ６５，５８６千円 

騒音、振動対策事業費             １，９２８千円 

水質汚濁対策事業費             ７，２９１千円 

国際環境協力推進事業費           ５，０００千円 

 

４．公害健康被害の補償及び公害保健福祉事業について 

  公害健康被害の補償等に関する法律に基づき、公害健康被害被認定者に対

する障害補償費、療養の給付等の補償給付を行う。また、被認定者を対象とす

るリハビリテーション事業等のほか、市民を対象とする環境保健に関する講

演会や健康診査など公害保健福祉事業を実施する。   

  【主な事業】 公害健康被害補償等事業費        ５４５，６４６千円 

         公害保健福祉事業費               ９３１千円 

         環境保健予防事業費             １，３３５千円 

         環境保健健康診査事業費           ２，５５９千円 

         環境保健調査事業費             ２，０９８千円 

 

５．四日市公害と環境未来館環境学習及びエコパートナー事業について 

四日市公害の歴史と改善に向けた取組の教訓を生かし、より良い環境を次の

世代に引き継いでいくとともに、市民等の環境意識の向上と環境活動の活性化

を図るため、四日市公害や環境に関する講座及びワークショップを行う。 

また、市民や環境活動団体との協働を進め、事業者等の協力も得ながら環境

学習、環境活動の一層の充実を図る。 
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このほか、本市と協働して実施する環境活動団体等をエコパートナーとして

登録し、提案事業を実施する。 

【主な事業】 環境学習推進事業費             ４０，２２５千円 

     エコパートナーシップ推進事業費（未来館分） ３，２７０千円 

（環境保全課分）３，０９０千円 

 

６．四日市公害と環境未来館展示管理運営事業について 

令和４年７月に四日市公害訴訟判決５０年を迎えるに当たって企画展等の

内容検討を行うとともに、環境改善の歴史や取組に関する映像の作成を行う。 

なお、未来により良い環境を引き継ぐため、四日市市のごみ清掃業務の変遷

や今日的な廃棄物問題・海洋プラスチックごみ問題をテーマとした企画展を９

月～１０月にかけて行う。 

【主な事業】 展示管理運営費              １７，６９７千円 

 

７．ごみの適正処理について 

ごみ収集日程表を作成し配布するとともに、ごみガイドブックを改定し、全

世帯に配布する。現在５か国語に対応しているごみ収集日程表、ごみガイドブ

ックについて、さらなる多言語対応を行う。資源物の持ち去り行為を抑止する

ため、警察との連携強化に努めるとともに、継続して民間事業者にパトロール

を委託する。 

ホームヘルパーが行っている高齢者等に対するごみ出し支援の負担を軽減

するため、ホームヘルパーが時間帯を気にすることなく利用できる回収箱を、公共

施設を中心に設置する。 

ごみ収集車両（小型４台）の更新を計画的に行うとともに粗大ごみ戸別収集

を行う。 

 

【主な事業】 ごみ処理一般管理経費          ２３４，８８８千円 

       （うち啓発事業               １３，７２９千円) 

（うち資源物持ち去り禁止パトロール委託   ８，５８０千円） 

ごみ収集車両整備事業費           ３３，２６０千円 

         粗大ごみ戸別収集事業費           ２８，０４８千円 

        

８．ごみの減量化・資源化の推進について 

令和３年度から令和１２年度までを計画期間とする「四日市市ごみ処理基

本計画」に基づき、ごみの減量を推進するとともに、食品ロスや海洋プラス

チックごみ問題といった新しい課題にも取り組む。また、２Ｒを啓発するた

め、出前講座等での説明会、四日市市クリーンセンターにおける見学会等の

機会に加え、スマートフォン用アプリを活用した啓発を行う。さらに、施設

見学時や地元説明会等で啓発映像や食品ロスダイアリーなどを活用しなが
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ら、食品ロスの削減を図る。 

資源集団回収を実施する団体の活動を奨励するため、助成額の増額やエコス

テーションの利用促進など、市民、事業者、行政の協働による資源循環型のま

ちづくりを進める。 

【主な事業】 資源物処理事業費            ５２９，２４２千円 

       ごみ減量推進事業費（２Ｒ啓発等）      ２，５５９千円 

資源物回収活動奨励費           １１，５００千円 

 

９．廃棄物等適正処理対策について 

  廃棄物の不法投棄を防止するため、関係機関と連携して不法投棄パトロー

ルを実施し、行為者に対する指導を行う。監視体制の強化を図るため、パトロ

ールに加えて全方向を撮影できるなど機能強化した不法投棄監視カメラを４

台購入するとともに、夜間でも視認しやすいよう加工した啓発看板の作成等

を行う。 

一般廃棄物収集運搬事業者、自動車リサイクル法関連事業者の許認可、指導

を行い、事業者の育成に努めるとともに、産業廃棄物の不適正処理事案等につ

いて三重県と連携して解決に向けて取り組む。 

【主な事業】 廃棄物対策事業費              ３６，９０８千円 

 

10．し尿処理について 

  し尿の収集を円滑に行うとともに、中継貯留槽等の適切な施設管理及び衛

生処理を行う。 

【主な事業】 し尿処理施設管理運営費          ２５，５８８千円 

         し尿収集運搬事業費           ３１０，３１９千円 

         朝明広域衛生組合負担金         ２９６，０８６千円 

 

11．清掃工場について  

四日市市クリーンセンターにおける効率的かつ安定的なごみ処理に加え、

自主規制値に沿った安全安心な運転管理を行う。また、飛灰等の資源化に努め

るとともに、ごみ処理過程で発生する熱を利用した発電も継続する。 

旧北部清掃工場解体に向けアスベスト・ダイオキシン類等の有害物質調査

に着手するほか、老朽化した北部埋立処分場浸出水処理施設を更新する。また、

周辺環境整備事業として河川整備等を継続するとともに、クリーンセンター

の雨水放流先である岩川の断面拡幅工事を実施する。 

【主な事業】 清掃工場管理運営費         １，２３３，３２９千円 

清掃工場環境整備事業費          ３５，５００千円 

清掃施設整備事業費           ４３１，３００千円 
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12．埋立処分場について 

南部埋立処分場及び周辺における適切な維持管理を継続するとともに、浸出

水処理施設について管理目標値に沿った適正な運転管理を行う。 

また、周辺環境整備事業として小山２号線の道路整備を実施する。 

【主な事業】 埋立処分場管理運営費          １７６，８６４千円 

埋立処分場環境整備事業費        １３２，２６１千円 

 

13．斎場・墓地の管理運営及び合葬墓の整備について 

  北大谷斎場の適正な運営に努めるとともに、計画的な修繕やアセットマネ

ジメントによる施設の長寿命化及び快適性、利便性の確保を図るため、経年劣

化による不具合がみられる空調設備等の更新設計を行う。また、市営墓地の適

正な管理運営に努めるとともに、公営霊園のあり方を含めた検討及び北大谷

霊園内での合葬墓の整備に向けた調査等を行う。 

【主な事業】 北大谷斎場管理運営費           ２３０，１４９千円 

       （うち市営霊園、合葬墓に関する調査関連事業費 ４，０００千円） 

北大谷斎場整備事業費(アセットマネジメント) ５８，４００千円 

      北部墓地公園管理運営費           １３，８９６千円 

      墓地管理運営費                ８，５１２千円 
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１．目的 

地球温暖化対策を推進し、エネルギーマネジメントが高度化されたまち「スマート

シティ」を構築するため、「創エネ」「蓄エネ」「省エネ」設備等の導入に対して補助

を実施する。 

 

２．内容 

（１）スマートシティ構築促進補助金            ３９，１００千円 

市内の住宅に創エネ・蓄エネ・省エネ設備等を導入するための補助金を交付す

る。また、令和３年度から、エネルギーの自給自足を可能とすることでエネルギ

ー収支をゼロ以下にする住宅「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス」（略称ＺＥ

Ｈ〔ゼッチ〕）を新たに補助対象とする。 

No 補助対象 補助額 件数 備考 

１ 太陽光発電設備※１ 30,000 140 10kW 未満 

２ 燃料電池設備 30,000 110  

３ 蓄電池（家庭用定置型） 50,000 240  

４ 家庭用エネルギー管理システム（HEMS） 10,000 110  

５ 地中熱ヒートポンプ 300,000 1  

６ 電気自動車等充給電設備（V2H） 50,000 4  

７ 

【新規】 

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス

（ZEH）※２ 

200,000 90 
 

※１ 太陽光発電設備を申請する場合は、当該設備を導入する同一の場所において、 

No.２から６までの補助対象設備のいずれかを同時に申請することが必要。 

※２ ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）を申請する場合、構成設備として、

太陽光発電設備及び家庭用エネルギー管理システム（HEMS）が必要。 

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）の申請者は、No.１と４の補助対象設

備を重複して申請できない。 

 

３．予算額  ３９，１００千円  （財源内訳） 一般財源  ３９，１００千円 

  （前年度 １６，５００千円） 

 

 

スマートシティ構築促進事業 

担当 環境部 環境保全課 

松井 

℡ 354-8188 

No.７「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）」のイメージ図 
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１．目的 

四日市公害の歴史と改善に向けた取組の教訓を生かし、より良い環境を次の世代に引き継いでい

くために市民との協働により環境に関する体験、観察、学習を実施し、市民等の環境意識の向上と

環境活動の活性化を図る。 

また、学校教育現場におけるＩＣＴ環境の整備に併せて、環境教育用映像コンテンツ（副教材）

を引き続き制作し、活用することで未来を担う小中学生が環境問題に関心を持ち、日常の中で自主

的かつ積極的に考えて行動する意識を育めるようにする。 

 

２．内容 

（１）エコパートナーシップ推進事業費 

【四日市公害と環境未来館】 

環境活動を行う市民、環境活動団体や事業者をエコパートナーとして登録し、その裾野を広げ

ることで、環境学習、環境活動の充実を図る。 

① エコパートナー環境学習等業務委託                  １，１００千円 

四日市公害に関する講座や自然環境、地域環境・廃棄物に関する環境学習をエコパートナー

に委託する。（55千円／講座×20講座） 

② 環境フェアの実施                         ２，１７０千円 

地球温暖化や生物多様性、ごみ問題などの環境問題、公共交通の活用など、幅広い展示や工

作教室等の体験を通じて環境問題についての理解を深めるためのフェアを実施する。 

【環境保全課】 

市民の環境意識の向上と環境活動をより深く浸透させるため、環境施策事業をエコパートナー

に委託する。また、環境活動を推進するため、環境活動表彰等を実施する。 

① 市内で行う環境活動等の委託       ２，９９９千円 

エコパートナーから提案事業を募り、市民協働での環境施策を推進する。また、吉崎海岸に

おける保全活動・環境学習をエコパートナーに委託する。 

② 環境活動表彰 等         ９１千円 

地球温暖化対策に係る活動、自然環境保全活動、清掃活動等、幅広い環境分野に関する優秀

な取組を表彰する。また、グリーンカーテンの普及促進のためのフォトコンテストを開催する。 

 

（２）地球温暖化対策事業費〔啓発映像制作業務〕 【環境保全課】 

① 啓発映像制作業務の委託              ２，２００千円 

地球温暖化対策について学ぶことができる環境教育用映像コンテンツ（副教材）を制作する。 

 

３．予算額 

【四日市公害と環境未来館】 ３，２７０千円 （財源内訳） 一般財源    ３，２７０千円 

（前年度 ３，２７０千円） 

【環境保全課】  ５，２９０千円 （財源内訳） 県支出金 (7/10) ５６０千円 

（前年度 ３，５９０千円）       一般財源   ４，７３０千円 

エコパートナーシップ推進事業費 
地球温暖化対策事業費〔啓発映像制作業務〕 

 

担当 環境部 四日市公害と環境未来館 大谷 ℡ 354-8065 

        環境保全課       松井 ℡ 354-8188 
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１．目的 

今後予想される身寄りのない方の埋葬や墓地の無縁化などの増加に対応するた

め、公営霊園のあり方を含めた検討を行うとともに、火葬場がある北大谷斎場に

隣接した北大谷霊園での合葬墓の整備に向けた調査等を行う。 

 

２．内容 

市営霊園・合葬墓に関する調査業務を行い、合葬墓整備基本計画を策定する。 

・市民意識調査の実施及び分析 

 ・四日市市内での墓地需要算定、市営霊園の将来計画の検討 

 ・北大谷霊園内に整備する合葬墓の計画に関する検討、見取り図の作成 等 

 

 

３．予算額  ４，０００千円  （財源内訳）  一般財源 ４，０００千円 

         

４．合葬墓整備事業スケジュール 

年度 実施内容 

令和３年度 基本調査、整備基本計画策定 

令和４年度 実施設計 

令和５～６年度 工事実施、周辺環境整備 

 

（新）北大谷霊園合葬墓整備事業 

（北大谷斎場管理運営費） 

担当 環境部 生活環境課  

大内田 

℡ 354-8191 
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１．目的 

北大谷斎場は竣工から約３０年が経過していることから、施設の長寿命化及び

快適性・利便性の確保を図るため、経年劣化による不具合がみられる空調設備等

を更新する。 

 

２．内容 

（１）空調機更新工事〈葬祭棟〉             ５６，０００千円 

（２）空調機更新設計〈火葬棟・待合棟〉          １，０５４千円 

（３）中央監視装置・火災報知設備更新設計         １，３４６千円 

 

３．予算額  ５８，４００千円 （財源内訳） 一般財源  ５８，４００千円 

(前年度  １９７，２２０千円) 

 

    

ダクト式室内機(式場)          室内機（控室) 

北大谷斎場整備事業費（アセットマネジメント） 

担当 環境部 生活環境課  

杉野 

℡ 354-8333 
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都 市 整 備 部 

 

新年度予算における基本的な方針 

人口減少社会において都市を維持・管理していくために、既存ストックを有

効活用し、交通ネットワークと連携した「コンパクトシティ・プラス・ネット

ワーク」による持続可能なまちづくりを進めていく必要がある。 

中心市街地においては、都市機能の高度化、集約化を図るため、近鉄四日市

駅周辺等整備事業に取り組み、ポストコロナ時代に対応する中央通りの再編を

進めるとともに、土地の高度利用や再開発の誘導を図る。 

また、既成住宅地等における公共空間の再編や空き家の除却促進、空き家・

空き地の利活用促進に取り組み、地域特性に応じた住環境の向上を図る。 

交通ネットワークに関しては、四日市あすなろう鉄道の安全運行を図るとと

もに、バスネットワークの構築に取り組む他、公共交通不便地域における交通

手段の確保に向け、デマンド交通の運行を開始する。 

また、将来、公共交通等への実用化とともに、ポストコロナの方策の１つと

して実用化が期待されている自動運転技術の導入検討を進める。 

広域幹線道路ネットワークを生かした交通利便性の向上や、市民生活、経済

活動の向上に向けた渋滞対策に取り組むとともに、安心安全なまちづくりの実

現に向け、道路ストックの維持管理や治水安全度の向上を図る準用河川の改修

等に取り組む。 

 

 

１．均衡のとれた土地利用について 

新総合計画に掲げた、「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」による

持続可能なまちづくりを進めるため、都市計画マスタープラン全体構想や緑の

基本計画の見直しを進め、適正な土地利用を誘導する。 

また、市民主体のまちづくり活動を促進するため、地区まちづくり構想の策

定を支援し、都市計画マスタープラン地域・地区別構想の策定を進める。 

また、農村集落の維持・活性化に向けて、農村集落内の空き家の活用方策な

どの検討を行う。 

 

  【主な事業】 都市計画マスタープラン策定事業費       ８，３００千円 

         都市計画策定費                ６，５９３千円 

         まちづくり活動支援事業費           ９，７７０千円 
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２．持続可能な交通体系の構築について 

四日市市都市総合交通戦略や四日市市地域公共交通網形成計画に基づき、市

民や公共交通事業者等と協働し、持続可能な交通体系の構築に向けた施策を推

進する。 

中心市街地の活性化や交通機能の向上を図るため、近鉄四日市駅・ＪＲ四日

市駅の駅前広場や中央通り等の再編に係る設計を進めるとともに、工事に着手

する。 

四日市あすなろう鉄道の安全運行に必要な施設の維持、更新を行うとともに、

鉄道事業者が実施する耐震対策などに支援を行う。 

また、ＮＰＯバス、自主運行バス、こにゅうどうくんライナーの運行を維持

し、バスネットワークの構築を図る取り組みを進めるとともに、公共交通不便

地域における交通手段の確保に向けて、デマンド交通の運行を開始する。 

加えて、近鉄四日市駅からＪＲ四日市駅間の中央通りにおける自動運転バス

の運行など、自動運転技術の導入に向けた取り組みを進める。 

また、広域幹線道路の整備状況や市内の渋滞状況等を踏まえた、今後の道路

整備の方針に基づき、具体的な整備手法の検討や関係機関との協議を進める。 

 

  【主な事業】 近鉄四日市駅周辺等整備事業        ９７４，０００千円 

         四日市あすなろう鉄道運行事業費       ２８４，２５６千円 

         四日市あすなろう鉄道利用促進事業費      ３，０００千円 

         コミュニティ交通支援事業費          ７，４２１千円 

         自主運行バス運行等事業費         ４０，０００千円 

         自動運転導入検討事業費          １０，０００千円 

鉄道施設耐震対策事業費           ４，０００千円 

総合交通戦略推進事業費          ２２，５７４千円 

         公共交通ネットワーク維持・再編事業費   １３，１００千円 

 

 

３．建築基準法、都市計画法等に基づく業務について 

建築基準法等に基づき確認申請の審査及び検査等を適正に実施するととも

に、旧耐震基準建築物の耐震化や、空き家等老朽危険家屋の除却、適正管理を

促すなど、安心安全なまちづくりの推進を図る。 

都市計画法等に基づき、開発許可申請及び建築許可申請等において適正な許

可処分を行い、良好な住環境を確保する。 

また、大規模盛土造成地における、地震時の安全性の評価に向けて、調査計

画（第二次スクリーニング計画）を作成する。 

 

143



 

 

  【主な事業】 建築指導関係事務費                 １７，９７３千円 

         ブロック塀等安全対策事業費        １２，０００千円 

         開発審査関係事務費                   ２，８０６千円 

         大規模盛土造成地変動予測調査費      ２３，０００千円 

 

 

４．道路整備について 

 （1）幹線道路の整備 

   市民が円滑に移動できるよう国・県道とともに道路ネットワークを形成

する幹線道路を整備する。さらに、市内の渋滞緩和に向け、交通のネック

箇所となっている西阿倉川６２号線の変則交差点等において交差点の改良

を進める。 

 

  【主な事業】  

社会資本整備総合交付金事業費（道路）              １３０，０００千円 

      ＜小杉新町２号線、泊小古曽線＞ 

道路改良単独事業費                 １２２，７００千円 

      ＜垂坂１号線＞ 

産業支援・生活拠点道路整備事業費〔交差点改良〕   ４３９，４６０千円 

      ＜西阿倉川６２号線、赤堀小生線、霞ヶ浦垂坂線、三重橋垂坂線＞ 

 

 （2）橋梁の整備 

   橋梁の長寿命化に向けた修繕を行うとともに、大規模地震に対する備え

として、耐震対策を進める。 

 

  【主な事業】  

橋梁メンテナンス補助事業費            ３４１，０００千円 

      ＜塩浜跨線橋、慈善橋、日永跨線橋 他＞        

            

 （3）安心・安全な歩行空間づくり 

   歩行者の視点に立った道路の改良や自転車通行空間の整備、防護柵・カ

ーブミラーなどの交通安全施設の整備・維持を通して地域や通学路の安全

確保に取り組む。 

    また、交通安全教育指導員（とみまつ隊）による保育・幼稚園児、小中

学生や高齢者等への交通安全教育を行う。 
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【主な事業】  

防災・安全社会資本整備交付金事業費（交安）    ２１４，０００千円 

       ＜富田２１号線、曽井尾平線、富田富田一色線＞ 

防災・安全社会資本整備交付金事業費（通学路交通安全対策）  

＜前田２５号線＞                 ５，０００千円 

     防災・安全社会資本整備交付金事業費（未就学児等交通安全対策） 

                             １５０，０００千円 

     歩行者自転車空間整備事業費                  ６６，２００千円 

       ＜小古曽１号線、赤堀日永線、午起末永線、赤堀末永線 他＞ 

交通安全施設整備単独事業費                ５０５，４７５千円 

       ＜笹川環状１号線（横断歩道橋）、通学路交差点 他＞ 

     交通安全教育事業費                       ４，１９６千円 

     

 （4）生活に身近な道路整備 

   地区土木要望箇所から実施個所を選定するために各地区に結成された

「自主選定組織」と連携し、地域ニーズの高い生活道路の整備を進める。 

 

  【主な事業】 生活に身近な道路整備事業費        ７２３，０００千円 

 

（5）狭あい道路対策 

   良好な市街地形成、生活環境の改善を図るため、狭あい道路に面してい

る建物の建替え等に合わせて道路後退用地の整備を行う。また、令和３年

度からは、狭あい道路後退用地整備補助金制度を導入し、民間が建築行為

等に合わせて狭あい道路を整備する費用を市が補助することで、早期整備

を実現する。 

 

  【主な事業】 狭あい道路対策費            １６０，７４２千円 

 

（6）道路の維持・保全 

   道路が安全・円滑・快適に通行できるよう適切な維持補修を図るととも

に、主要道路の舗装や歩道橋などの道路施設について、計画的な保全を進

める。 

 

  【主な事業】  

道路維持修繕費                         ７９６，７７０千円 

防災・安全社会資本整備交付金事業費（道路ストック関連） 

＜神前桜線、霞ヶ浦垂坂線、六呂見１２号線 他＞      ８８，０００千円 
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産業支援・生活拠点道路整備事業費〔再舗装〕       １０５，０００千円 

      ＜赤堀末永線、子酉八王子線、霞ヶ浦垂坂線＞ 

 

（7）広域道路関連事業 

   北勢バイパスの整備を促進するため、関連する市道の測量と設計に着手

する。 

 

  【主な事業】 広域道路関連事業費             ４３，０００千円 

           ＜小生川島線 他＞ 

 

（8）鉄道駅周辺環境整備 

   誰もが利用しやすい公共交通の実現に向け、円滑に乗り継ぎができる駅

前広場及び駐輪場の整備を行う。 

 

  【主な事業】 鉄道駅周辺環境整備交付金事業費       ２８，０００千円 

＜阿倉川駅前広場＞ 

 

 

５．土地区画整理事業について 

 （1）末永・本郷地区（公共施行） 

   令和３年度の事業の完了に向けて、引き続き清算金の徴収を行う。 

 

  【主な事業】 末永・本郷土地区画整理事業費       １４，８９１千円 

 

 （2）午起地区（組合施行） 

   午起土地区画整理組合が施行する事業に係る経費を補助する。 

 

  【主な事業】 午起土地区画整理事業費          ５８，５００千円 

 

 

６．公園・緑化事業について 

 （1）公園・緑地の維持管理 

   公園・緑地・街路樹の適切な管理に努めるとともに、遊具等の公園施設

の補修により安全確保を図る。 

   また、市民ボランティア団体が行う公園・緑地等の美化活動に対する支

援を行うとともに、市民緑地制度による緑の保全に取り組む。 
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  【主な事業】 公園施設管理費             ５７８，６７９千円 

         公園施設維持補修費            ８３，６１８千円 

         市民に親しまれる公園ボランティア支援事業費 ４，０００千円 

         花と緑いっぱい事業費            ９，７４４千円

里山保全事業費               ７，９７０千円 

 

（2）公園・緑地の整備 

垂坂公園・羽津山緑地の整備を引き続き進める。また、住宅団地の再生に

向けて、坂部が丘賃貸住宅跡地や旧笹川西小学校跡地において、新設公園を

整備するため調査設計及び用地買収を行う。また、公園施設長寿命化計画に

基づき、別山１号公園などの大型遊具の更新を図る。 

 

  【主な事業】 垂坂公園・羽津山緑地整備事業費      ９８，０００千円 

         都市公園再編事業費           １３４，０００千円 

         公園施設長寿命化整備事業費        ４０，０００千円 

 

 

７．河川事業について 

治水安全度の向上を図るため、準用河川朝明新川、源の堀川の改修や、三重

県が行う三滝川、海蔵川の整備に必要な準用河川堀川の内水対策を実施すると

ともに、河川・調整池・水路の適切な維持管理を行う。 

 

  【主な事業】 準用河川改修事業費            １３２，０００千円 

           ＜朝明新川、源の堀川＞ 

         普通河川三鈴川河川改良事業費      １００，０００千円 

         堀川内水対策事業費           １２２，０００千円 

         河川等計画保全事業費           ５５，０００千円 

 

 

８．道路等の管理業務について 

  市民生活に直結した道路等行政財産（法定外公共物（里道、水路）を含む）

の適正な管理に努める。また、地籍調査を進めるとともに街区基準点の点検・

調査を行う。 

 

【主な事業】 道路等の財産管理事業          １８２，７３８千円 

＜近鉄高架下土地管理費、駐車場維持管理費 他＞ 
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         境界査定業務費              １６，３４９千円 

地籍調査事業費              ２５，１３０千円 

 

 

９．公共建築物等の整備について 

  維持経費を含む総費用の縮減、ユニバーサルデザイン、環境負荷の低減、

施設の長寿命化の実現などに配慮した公共建築物等の整備を進める。 

 

  【主な事業】 営繕事務費                  １４，６１０千円 

 

 

１０．市営住宅の整備事業等について 

  外壁の改修及び屋上防水工事などの適切な維持管理により、既存施設の長

寿命化を図る。また、高齢入居者の生活利便性の向上や空室が目立つ上層階の

活用を図るため、市営住宅の一部の棟にエレベーター及びスロープを設置するた

めの調査、設計業務委託を行う。 

住宅使用料については、滞納の解消を含め、適切に徴収を行う。 

 

  【主な事業】 市営住宅整備事業費               ３０９，９７６千円 

          市営住宅長寿命化事業＜外壁改修・ＥＶ設置等＞ 

         高齢者・障害者向け住宅改良事業費        ４９，９００千円  

         住宅管理一般経費             ２９，８４９千円 

           ＜高齢者の安心な暮らしを支える活動づくり事業、 

石塚町・小鹿が丘市営住宅入居者移転促進事業 他＞   

 

 

１１．住宅施策推進事業について 

  四日市市住生活基本計画に基づき、空き家の除却促進や子育て世帯等の住

み替え支援、空き家・空き地バンクの利用促進等による空き家・空き地の利

活用の促進に取り組むとともに、空家対策計画の検討を進める。 

 

  【主な事業】 住宅施策推進事業費                 ５，２９０千円 

住み替え支援促進事業補助金        １７，５８４千円 
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１．目的 

近鉄四日市駅・JR 四日市駅周辺において、中央通り等も含めた駅前広場等の整備に

より、中心市街地の活性化や交通機能の向上を図る。 

 

２．内容 

設計業務委託や道路工事、地下埋設物支障移転を行う。 

 

【スケジュール】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

事
業
概
要 

近鉄四日市駅 

中 央 通 り 

デ ッ キ 基 本 設 計 

デ ッ キ 実 施 設 計 

道 路 詳 細 設 計 

道 路 工 事 

地下埋設物支障移転 

広 場 実 施 設 計 

道 路 工 事 

用 地 補 償 

デッキ下部工事 

道 路 工 事 

建 物 補 償 

ＪＲ四日市駅 広 場 実 施 設 計 広 場 工 事 ― 

鵜 の 森 公 園 基 本 ・ 詳 細 設 計 再 整 備 工 事 再 整 備 工 事 

諏 訪 公 園 基 本 設 計 詳 細 設 計 再 整 備 工 事 

 

３．予算額 ９７４，０００千円 （財源内訳）国庫支出金(1/2) ３５６，２００千円 

 （前年度 １７６，０００千円）      市 債   ２９８，５００千円 

                         一 般 財 源   ３１９，３００千円 

 

担当  都市整備部 市街地整備・公園課 

伊藤・藤田  

℡  ３５４－８２００ 

近鉄四日市駅周辺等整備事業 
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１．目的 

  基幹的な公共交通と端末交通が連携した効率的で持続可能な公共交通ネッ

トワークを構築する。 

 

 

２．内容 

①こにゅうどうくんライナー運行対策補助金等        4,100千円 

三重交通と共同で運行する支線バス「こにゅうどうくんライナー」の運行 

経費の２分の１を補助金として支出する。 

 

②デマンドタクシー事業                 9,000千円 

タクシーを活用したデマンド交通について、郊外部の公共交通不便地域に 

導入する。 

 

 

３．予算額 １３，１００千円  （財源内訳）一般財源 １３,１００千円  

（前年度   １４，１００千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公共交通ネットワーク維持・再編事業費 

担当 都市整備部 都市計画課 

   公共交通推進室  水谷 

℡ ３５４－８０９５ 
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１．目的 

  商工業などの経済活動の活性化や交通機能の強化を図るため、国、県道の広域道路ネッ

トワークと連携した市内の道路整備を行う。 

 

 

２．内容 

  市民が円滑に移動できるよう市内の東西及び南北道路の強化を目的に、小杉新町２号線、

泊小古曽線の整備を進める。 

 

  ・小杉新町２号線       道路工         Ｌ＝ ６０ｍ 

  ・泊小古曽線         用地買収、工作物補償      １式 

    

 

３．予算額 １３０，０００千円 （財源内訳）国庫支出金(5.5/10)  ７１，５００千円 

（前年度 ２９３，０００千円）      市   債          ５２，６００千円 

一 般 財 源          ５，９００千円 

 

 

 

 

社会資本整備総合交付金事業費（道路） 

小杉新町２号線 泊小古曽線 

担当 都市整備部 道路建設課 

   木村 

℡ ３５４－８２１２ 
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１．目的 

  市内の幹線道路となる産業支援道路や、住宅団地内を結ぶ生活拠点道路のうち、舗

装劣化が進んでいる路線の計画的な再舗装や、著しい渋滞が発生している交通ネック

箇所の改良を進め、安全で快適な道路の機能維持を図る。 

※産業支援道路：臨海部工業地帯や内陸部工業地帯の物流の基幹となる道路、災害時に重要な役割

を果たす緊急輸送道路及び防災連絡道路 

※生活拠点道路：市民活動を支える住宅団地内の幹線道路、住宅団地と国道・県道等を結ぶ幹線道

路 

 

２．内容 

  赤堀末永線ほか２線の再舗装工事、西阿倉川６２号線ほか３線の交差点改良に係る

橋梁下部工、用地買収、補償及び測量・調査・設計を実施する。 

  【再舗装】 

・赤堀末永線        再舗装工        Ｌ＝  １６０ｍ 

・子酉八王子線       再舗装工        Ｌ＝  ４００ｍ 

・霞ヶ浦垂坂線       再舗装工        Ｌ＝  ５００ｍ 

【渋滞対策】 

   ・西阿倉川６２号線     橋梁下部工             １式 

   ・赤堀小生線        調査、用地買収、建物補償等     １式 

・霞ヶ浦垂坂線       測量・調査・設計、用地買収、 

物件移転補償            １式 

   ・三重橋垂坂線       測量・調査・設計          １式 

 

３．予算額 ５４４，４６０千円  （財源内訳）市   債  ７２，０００千円 

 （前年度 ８５１，８００千円）      一 般 財 源 ４７２，４６０千円 

 

 

 

                        

 

産業支援・生活拠点道路整備事業費 

担当 都市整備部 道路建設課 

   橋本・木村 

℡ ３５４－８２１３ 

赤堀小生線（松本街道） 

 

子酉八王子線 
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１．目的 

  近鉄名古屋本線等に架かる塩浜跨線橋について、発生が危惧される南海トラフ巨大

地震等に備えるため、耐震対策及び修繕を実施する。 

 

２．内容 

  塩浜跨線橋の近鉄跨線部の橋脚補強工事については、鉄道運行に支障をきたさない

夜間での作業となり、工事期間に約１年半を要することから、令和４年度までの債務

負担行為を計上する。 

 

   ・塩浜跨線橋    橋脚補強、橋梁補修、軌道防護委託等    １式 

 

３．予算額 １０３，０００千円 （財源内訳）国庫支出金(5.5/10)  ４０，７００千円 

     市   債            ２９，９００千円 

一 般 財 源        ３２，４００千円 

 

４．債務負担行為    

   ・塩浜跨線橋耐震化等工事費 

限度額 １６６，０００千円    （総事業費 ２６９，０００千円） 

    期 間 令和３年度から令和４年度まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【スケジュール】 

 

 

 

 

 

 

 

担当 都市整備部 道路建設課 

   橋本 

℡ ３５４－８２１３ 

年度
月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

●

工事（橋脚補強、橋梁補修）

令和３年度 令和４年度

入札手続

仮契約

本契約（議了後）

塩浜跨線橋 

塩浜跨線橋耐震化等工事費 
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１．目的 

  歩行者の安全な通行や、市民の円滑な移動を支える道路空間を整備する。 

 

 

２．内容 

  富田２１号線の歩道整備工事、曽井尾平線の路肩整備工事、富田富田一色線の用地買

収及び建物補償を実施する。 

 

  ・富田２１号線                 歩道整備工    Ｌ＝ ４０ｍ 

  ・曽井尾平線              路肩整備工    Ｌ＝３４０ｍ 

  ・富田富田一色線                   用地買収、建物補償     １式 

   

 

３．予算額 ２１４，０００千円 （財源内訳）国庫支出金(5.5/10)  １１７，７００千円 

（前年度 ２７３，０００千円）      市   債             ８６，６００千円 

一 般 財 源          ９，７００千円 

 

 

                    

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災・安全社会資本整備交付金事業費（交安） 

担当 都市整備部 道路建設課 

   木村 

℡ ３５４－８２１２ 

富田２１号線 曽井尾平線 
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１．目的 

  誰もが利用しやすい公共交通の実現に向け、円滑に乗り継ぎができる駅前広場及び駐輪

場の整備を行う。 

 

２．内容 

 

  ・阿倉川駅前広場       測量・設計      １式 

    

 

３．予算額  ２８，０００千円 （財源内訳）国庫支出金(1/3)     ９，３３３千円 

      市   債          １６，８００千円 

一 般 財 源          １，８６７千円 

 

 

 

                    

                    

 

（新）鉄道駅周辺環境整備交付金事業費 

阿倉川駅前広場 

担当 都市整備部 道路建設課 

   木村 

℡ ３５４－８２１２ 
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１．目的 

公共施設の利用転換や統廃合に伴い発生した公共用地や民間の未利用地を活用

し、利用ニーズに合った公園の再編とともに、新規住宅地の供給を図ることで、

多世代の住む住宅団地として再生する。 

 

２．内容 

  ①坂部が丘団地における新設公園の用地買収及び調査設計を行う。 

 

【スケジュール】令和 3年度：用地買収、地質調査、建築設計（トイレ） 

        令和 4年度：造成工事（土木）、施設整備工事（建築） 

        令和 5年度：施設整備（建築） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新設する公園  

存続する公園  

廃止する公園  

住宅団地再生事業 

〔都市公園再編事業費、公園緑地整備単独事業費〕 

新設公園予定地 

（約 6,000 ㎡） 
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②笹川団地において、旧笹川西小学校跡地を活用した公共空間の再編案をもと

に、設計業務を行う。 

 

【スケジュール】令和 3年度 ：整備手法の決定、実施設計 

        令和 4年度 ：実施設計、整備工事（テニスコート移設） 

        令和 5年度～：整備工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．予算額 

①１３４，０００千円 （財源内訳）国庫支出金（1/2・1/3）４５，０００千円 

（前年度 ２６，０００千円）    市   債       ７９，２００千円 

                  一 般 財 源        ９，８００千円 

 

② １２，０００千円 （財源内訳）一 般 財 源       １２，０００千円 

（前年度  ７，１００千円） 

 

 
担当 都市整備部 市街地整備・公園課 

 藤田  

℡   ３５４－８１９７ 

再編案 
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１．目的 

    市民の生命、財産を守るため、準用河川の改修を行い、治水安全度の向上を図る。 

 

 

 

２．内容 

   朝明新川において、河川改修に支障となる企業庁工業用水管の移設補償を行うほか、

源の堀川の築堤・護岸工を行う。 

 

     ・朝明新川         企業庁工業用水管移設補償      １式 

     ・源の堀川         築堤・護岸工            Ｌ＝ ４０ｍ 

                      用地補償                  １式 

 

 

３．予算額 

       １３２，０００千円     （財源内訳） 国庫支出金(1/3) ４４，０００千円 

  (前年度  ２０５，０００千円) 市   債  ７９，２００千円 

  一 般 財 源 ８，８００千円 

   

 

         

                                               

 

準用河川改修事業費 

源の堀川 朝明新川 

担当 都市整備部 河川排水課 

    市川 

    ℡ ３５４－８２１６ 
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１．目的 

  市営住宅において必要な管理戸数の確保を図るために、四日市市営住宅等長寿命

化計画に基づく適切な維持管理を実施する。 

 

２．内容 

〇経年劣化した外壁の修繕と屋上の防水を施し、建物の耐久性の向上を図る。 

・外壁改修及び屋上防水 

三重（25～27，35，36 号棟）、天白町（25～29 号棟） 

・外壁改修及び屋根改修 

   三重（10～12 号棟） 

・外壁改修 

坂部が丘（9～20 号棟） 

〇エレベーター及びスロープを設置し、高齢化などに伴い空室が目立つ上層階の活 

用を図る。 

・地質調査、測量・実施設計 

    三重（28 号棟） 

 

３．予算額 ３０９，９７６千円 （財源内訳）国庫支出金(1/2)１１３，１５０千円 

 （前年度 ２９９，０５５千円）      市   債   １０４，３００千円 

一般財源     ９２，５２６千円 

                       

 

 

 

 

 

 

 市営住宅整備事業費 

市営住宅長寿命化事業（外壁改修・ＥＶ設置等） 

 

担当 都市整備部 市営住宅課 

    石川 

    ℡ ３５４－８２１９ 

天白町市営住宅 三重市営住宅 

159



住み替え支援促進事業補助金 

 

１．目的 

子育て世帯に対して、空き家等への住み替えや親世帯との同居・近居を促進

し、定住促進や子育て環境の向上、空き家の有効活用を図る。 

また、増加する空き家対策として、令和３年度より、空き家バンクへの登録

奨励金制度、インスペクション（建物状況調査）に係る費用の補助制度及び旧

耐震基準空き家の除却費用の補助制度を創設し、空き家の除却や利活用を促進

する。 

 

２．内容 

 事業名 事業費 

継続 

子育て世帯の住み替え支援家賃補助金 

子育て・若年夫婦世帯の住み替え支援補助金 

子育て・若年夫婦世帯の近居支援補助金 

三世代同居等支援補助金 

狭小宅地改善・同居等支援補助金 

10,284 千円 

新規 

空き家バンク登録奨励金 

900 千円 
空き家バンクに登録した空き家の所有者に対し、

登録時・成約時に奨励金を交付することで空き家の

流通の促進を図る。 

インスペクション補助金 

400 千円 

空き家バンクの登録物件の所有者に対し、インス

ペクション（建物状況調査）の費用を補助することで

消費者が空き家バンクを活用しやすい環境づくりを

図る。 

旧耐震空き家除却促進補助金 

6,000 千円 

旧耐震基準で建築された空き家の除却にかかる負

担を緩和するため、除却後に上昇する固定資産税相

当分等を補助することで、土地の利活用の促進を図

る。 

 

３．予算額 １７，５８４千円  （財源内訳） 一般財源 １７，５８４千円 

（前年度   ３，０８４千円） 

担当 都市整備部 都市計画課 

   戸本・岩田 

   ℡３５４－８２７２ 
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